
 

 

 

 

 

～幼児教育・保育無償化～ 

令和２年度 施設等利用給付 

認定申請・請求手続きのご案内 
 

  

認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育事業・

ファミリー・サポート・センターを利用する方 

 

〒309-1792 

笠間市中央三丁目 2 番 1 号 

笠間市役所 1 階 子ども福祉課 保育グループ 

℡ 0296-77-1101（内線 162・163） 

≪受付時間≫ 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

（土・日・祝日は開庁していません。） 

 

受付窓口 
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１．認可外保育施設等の利用料の無償化について 

（１） 認可外保育施設，一時預かり事業，病児保育事業，ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰの利用料が無償化されるために

は，笠間市から「施設等利用給付認定」を受けていただく必要があります。 

（２） 給食費，教材費，行事費，延長保育料等は無償化の対象外です。 

 

２．無償化の対象となる子どもと上限額 

幼児教育・保育の無償化により，認可外保育施設の利用料の一部が無償化されます。 

（１）無償化の対象となる子ども（①・②・③の全てに該当する子ども） 

   ①３～５歳児クラスの子ども 

    ※ 住民税の非課税世帯の子どもの場合は，０～２歳児の子どもも対象となります。 

   ②子育てのための施設等利用給付の認定を受けている子ども 

    ※ 認定要件と必要書類については 2 ページを確認してください。 

   ③認可保育所，認定こども園，幼稚園，企業主導型保育施設に入園していない子ども 

（２）無償化の上限額 

   ①３～５歳児の子ども・・・・・・・・・・・・月額 37,000 円 

   ②０～２歳児で住民税非課税世帯の子ども・・・月額 42,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．無償化の対象となるための手続き（施設等利用給付の認定申請） 

無償化の対象となるためには，施設等利用給付の認定を受ける必要があります。 

（１）保育所，認定こども園（保育所部分）への入所申込をしていない子ども 

（２）保育所，認定こども園（保育所部分）への入所申込をしており入所保留状態にある子ども 

★申請書類の提出★ 

 認定を希望する月の前月 5 日までに下記①･②･③を笠間市子ども福祉課へ提出してください。 

 ≪受付時間≫ 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分（土・日・祝日は開庁していません。） 

①子育てのための施設等利用給付認定・変更申請書 

②保育の必要性があることを証明するもの（勤務・内職証明書等） 

③保育所等利用申し込み等の不実施に係る理由書 

 

 

認可外保育施設，一時預かり事業，病児保育事業， 

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰのいずれかを利用している  

保育の必要性がある（保護者の就労等の事由） 保育の必要性がない 

３～５歳児 ０～２歳児 

住民税非課税世帯である 

保育料無償化の対象 

住民税非課税世帯でない 

施設等利用給付認定の対象外 

利用料等は，これまでどおり保護者負担となります。 
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４．子育てのための施設等利用給付 認定要件と必要書類について 

★０～２歳児の認定申請者（住民税非課税世帯の方）の必要書類 

平成 31 年 1 月 1 日時点で笠間市外に住民登録していた場合 

・平成 31 年 1 月 1 日時点で住民登録があった市町村が発行する平成 31 年度（令和元年度）市町村民税

非課税証明書をご提出ください。 

・平成 31 年 1 月 1 日時点で笠間市に住民登録があった方は提出不要です。 

・家計の主となっている方（生計の中心者）が祖父母や親族等（同住所地で世帯分離している世帯を含む。）

と判断される場合や，生計同一の同居人（未婚姻の場合を含む。）方がいる場合は，その方の書類も必要

となります。 

 

５．認定後の諸手続きについて  

★求職活動を理由に認定申請した場合  

認定後，２ヶ月以内に『勤務証明書』，『子育てのための施設等利用給付認定・変更申請書』を提出してくだ

さい。２ヶ月以内に提出がなかった場合は，認定の取消しとなります。  

★出産をした場合  

○産休（産後２ヶ月）のみで職場に復帰する方  

入所中の児童はそのまま認定を受けることができます。  

○育児休業を取得する方  

育児休業を取得する（している）場合は，『育児休業等取得証明書』，『子育てのための施設等利用給付

認定・変更申請書』を提出された場合，最長で，育児休業に係る児童（新たに出生した子）が１歳に達す

る月の月末まで認定を受けることができます。  

出生した子が１歳に達する日を超えて育児休業を取得している場合でも，出生した子が１歳に達する月

の月末までの認定となりますので，その日をもって認定の取消しとなります。  

例外として，出生した子が１歳に達する日において，出生した子の入所申込みをしている場合に限り，

すでに入所中の児童が４・５歳児として在籍している場合には，育児休業の期間終了まで認定を受けるこ

とができます。  

★勤務先の変更等の場合  

勤務先を退職した方で，再就職先が２ヶ月以内に決まらなかった場合は，認定の取消しとなります。  

認定要件 必要書類 対象者 

就労のため保育ができない場合  

※父母等とも月６４時間以上の就労 

（原則として１日４時間かつ月１６日以上の就労） 

勤務・内職証明書（勤務先による証明） 父・母 

自営業・農業等の従業などにより保育ができない場合  就労状況申告書  父・母 

出産のため保育ができない場合（産前・産後）  母子手帳の写し（出産予定日のわかるもの） 母 

病気や障害等により保育ができない場合  
申立書  

※障害者手帳，療育手帳，医師の診断書の写し 
父・母 

家族の病気，看護等により保育ができない場合  申立書  ※医師の診断書，障害者手帳の写し  父・母 

災害復旧に当たり保育ができない場合  罹災証明書等  父・母 

求職活動のため保育ができない場合  求職活動誓約書  父・母 

就学（通信教育は除く）により保育ができない場合  
在学証明書または学生証の写し， 

時間割・カリキュラムがわかるもの  
父・母 

拘禁により保育ができない場合  拘禁していることを証明する書類  父・母 



3 

 

６．認可外保育施設の利用料の請求手続きについて 

認可外保育施設を利用した場合の利用料は一度，各認可外保育施設にお支払いいただきます。 

支払った利用料については，無償化の上限額の範囲内で市から給付を受けることができます。 

認可外保育施設に利用料をお支払いいだだく際に，「特定定子ども・子育て支援の提供に係る領収証」，「特

定子ども・子育て支援提供証明書」など，認可外保育施設の利用日や金額，金額の費用の内訳などが明記され

ている書類・領収証等を発行してもらい，３ヶ月ごとに，笠間市子ども福祉課に直接，利用料の請求手続き（請

求）をしてください。 

★ 請求（申請）書類等 

    ①施設等利用費請求書（償還払い用） ※認定申請者氏名（請求者）と振込口座の名義は同一となります。 

②特定子ども・子育て支援の提供に係る領収証 

③特定子ども・子育て支援提供証明書など（利用日等が記載された書類） 

 

７．施設の併用利用について 

認可外保育施設の利用料が無償化の対象となる施設等利用給付の認定を受けた子どもは，認可外保育施設だ

けではなく，保育園等の一時預かり事業・病児保育事業・ファミリー･サポート･センター事業を利用した場合

の利用料も上限額の範囲内（３歳～５歳：月額 37,000 円，０歳～２歳：月額 42,000 円）で無償化の対

象となります。 

 

８．施設等利用給付の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．令和２年度の給付費請求スケジュール 

 

 
支払区分 請求書の提出期限 

【第１回目】４ 月 ～ ６ 月 分 令 和 ２ 年 ７ 月 ３ １ 日 （ 金 ） 

【第２回目】７ 月 ～ ９ 月 分 令和２年１０月３０日（金 ） 

【第 3 回目】１０月～１２月分 令 和 ３ 年 １ 月 ２ ９ 日 （ 金 ） 

【第 4 回目】１ 月 ～ ３ 月 分 令 和 ３ 年 ４ 月 ２ ０ 日 （ 火 ） 

 

 

②領収書等の発行 

 

 

 

 

認定保護者 

認可外保育施設 

一時預かり事業 

病児保育事業 

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ 

笠間市 

①利用料の支払い 

③ 施設等利用給付費の請求 

④ 給付費を保護者の指定口座へ振込 



（宛先）笠間市長

1.

2.

3.

4.

5.
6.

※1.

〒 －

① ②

〒 －

27 年 5 月 5 日

□

該当する□にレ点を付けて下さい。

（子から見た続柄）　　　　　　

父・母・その他（　　　　　　）

（子から見た続柄）　　　　　　

父・母・その他（　　　　　　）

※2.3.

60 年 10 月 10 日

61 年 11 月 11 日

27 年 5 月 5 日

元 年 6 月 6 日

　 年 月 日

　 年 月 日

　 年 月 日

＜必ず裏面も記入して下さい＞

○○○　○○○

大正　昭和

平成　令和

7
個人番号

6
個人番号

□有

□有大正　昭和

平成　令和

5
個人番号

□有大正　昭和

平成　令和

○○○○保育園 □有
○○　○○ 大正　昭和

平成　令和

4
○○○　○○○

子
個人番号

□有
○○　○○ 大正　昭和

平成　令和

母
個人番号

○○○○株式会社 □有

1
○○○　○○○

父
個人番号

○○○○自動車

□ 就学□

現住所と異なる場合は、記入した住所地の市町村で発行される前年(前々年)1月1日を賦課年度とする市町村民税所得割額がわかる証明書（課税証明書
など）を添付して下さい。

同居者を全員記入して下さい。※個人番号欄は、上記「認定種別」が(第3号)に該当する場合に、父母及び生計の中心者のみ記入して下さい。

申
請
子
ど
も
の
保
護
者
及
び
同
居
者

（

生
計
の
中
心
者
の
番
号
に
〇
を
付
け
て
下
さ
い
）

フリガナ 申請子ども
との続柄 生年月日

就労・通学・通園先
又は単身赴任先

要介護認定又は
障害者手帳氏名

○○　○○ 大正　昭和

平成　令和

3
○○○　○○○

子
個人番号

□有
○○　○○ 大正　昭和

平成　令和

2
○○○　○○○

災害
復旧 □ 就学

認定希望日の
前々年1月1日現在の住所
※3

(母親) (父親)
□　現住所と同じ □　現住所と同じ

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

上記「認定種別」が(第3号)に該当する場合に記入して下さい。
認定希望日の
前年1月1日現在の住所
※2

(母親) (父親)
□　現住所と同じ □　現住所と同じ

□
介護
看護 □

災害
復旧

認定種別
□ 申請子どもは、認定希望日時点で満３歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過している(第2号)

左記で第3号に該当し、市民税非課税世
帯に該当する場合は、

下の□にレ点を付けて下さい。
□ 申請子どもは、認定希望日時点で満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある(第3号)

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

市民税非課税に該当

保育を必
要とする
理由

□ 就労 □
妊娠
出産 □

疾病
障害等 □

介護
看護

就労 □
妊娠
出産 □

疾病
障害等

□

日中の連絡先（電話番号）＊確実に連絡の取れる順に記入して下さい。 生年月日 S・H　60年10月10日
父携帯　・　母携帯

父勤務先　・　母勤務先
自宅・その他（　　　）

父携帯　・　母携帯
父勤務先　・　母勤務先
自宅・その他（　　　）

個人番号
(マイナンバー)

0000-0000-0000

申
請

子
ど
も

フリガナ ○○○　○○○ 現住所
申請者と異なる
場合のみ記載

個人番号(マイナンバー)

氏名 ○○　○○
生年月日 H・R

居住地
309 1792

氏名

※　自署の場合は印は不要です。

印

茨城県笠間市中央三丁目2番1号

現住所が市外の場合
市内転入後の住所

〒　

令和　　年　　月　　日

子育てのための施設等利用給付認定・変更申請書(法第30条の4第2号・第3号) 

　【申請にあたって同意していただく事項】
子ども・子育て支援法第３０条の３において準用する同法第１６条の規定に基づき、施設等利用給付認定の審査及び申請者や同居親族の市町
村民税課税状況の確認に当たって、官公署に対し必要な文書の閲覧又は資料の提供を求めることがあります。

090-XXXX-XXXX 090-XXXX-XXXX

預かり保育事業とは、当該幼稚園等が実施する預かり保育事業が、①平日、教育時間を含み提供時間数が８時間未満または②年間開所日数200日未満のいず
れかの要件に該当する場合に利用可能な認可外保育施設を含みます。

認定希望日（施設利用開始日） 令和元年10月1日

保
護
者

フリガナ
申請

子ども
との続柄

父

申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設・事業者に提供す
ることがあります。

子ども・子育て支援法第３０条の１１第３項の規定に基づき、施設等利用費は、認定を受けた保護者に代わり、特定子ども・子育て支援提供
者に支給される場合があります。

新年度４月利用開始の場合は、認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に関わらず、子ども・子育て支援法第３０条の５第５項
の規定に基づき、最長で利用開始の前日まで審査結果のお知らせを延期する場合があります。

申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用給付認定を取り消すことがあります。
認定希望日現在で、子ども・子育て支援法第７条第１０項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）の利用がある場合は、本認定
の申請はできません。

　以上のことに同意し、保護者の就労、疾病その他の理由により、幼稚園・認定こども園・特別支援学校(預かり保育事業も利用する(※1))、認
可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業の施設等利用給付認定を希望するので、子ども・子育て支援法
第３０条の５第1項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定を申請します。

○○ ○○ 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

12ケタの個人番号（マイナン

バー）を記載してください。 

認可外保育施設等を利用し，保護者の就労等により保育の必要性があ

る場合は，2号認定（3～5歳児クラス）または3号認定（0～2歳児

クラス）にチェックを入れてください。 

3号認定の場合は，市町村民税非課税にもチェックが必要です。 

認可外保育施設等を利用する3号認定の場

合，父母及び生計の中心者のみ個人番号を

記入してください。 

認可外保育施設等 記載例 

4



〒 － ℡

年 月 日

〒 ○○○-○○○○

TEL:XXXX-XX-XXXX

〒 ○○○-○○○○

TEL:XXXX-XX-XXXX

〒　　　－

TEL:　　　－　　　－　　　

〒　　　－

TEL:　　　－　　　－　　　

□ □
□ □ □ □ □ □

□ □ □ □
□ □ （ ） □ □ （ ）

徒歩・自転車・バス・自動車・電車・その他（　　　） 徒歩・自転車・バス・自動車・電車・その他（　　　）

※複数手段がある場合は全てに○をつけて下さい。 ※複数手段がある場合は全てに○をつけて下さい。

約 40 分 （往復時間を記入して下さい。） 約 60 分 （往復時間を記入して下さい。）

□ 無 □ 無

□ 有　⇒ □ 有　⇒
から から

から から

□ 無
□ 有　⇒ 年 月 日
（疾病・障害名） （手帳交付） （疾病・障害名） （手帳交付）

□ 有 □ 無 □ 有 □ 無

□入院中　　通院(月・週　　　　回） □入院中　　通院(月・週　　　　回）
□通所・通学（週　　　　回） □通所・通学（週　　　　回）
　施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 　施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
災害の状況： 災害の状況：

活動の内容： 活動の内容：

徒歩・自転車・バス・自動車・電車・その他（　　　　　） 徒歩・自転車・バス・自動車・電車・その他（　　　　　）

※複数手段がある場合は全てに○をつけて下さい。 ※複数手段がある場合は全てに○をつけて下さい。

約 分 （往復時間を記入して下さい。） 約 分 （往復時間を記入して下さい。）

□ 週 □ 週

□ 月 □ 月
保育を行うことが困難と認められる内容 保育を行うことが困難と認められる内容

添付書類　（以下の中から該当する書類を添付して下さい）

1 居宅外で就労されている方（予定を含む）

自営(自宅外自営、親族経営等の自営を含む)の場合

2 出産前後の方（出産前８週間・後８週間に限る）

3 保護者が学校に在学中の方

4 保護者が病気の方

5 保護者が障害をお持ちの方

6 保護者が介護している方

7 保護者が求職中の方

8 認可外保育施設の利用を希望される方

卒業後
の予定

（就労日数・時間）

年 月

日、１日 時間就労

申立書及び介護が必要であることがわかる書類(診断書、介護保険証の写し等)

保育所等利用申し込み等の不実施に係る理由書（様式その９）

○○○○○○○○

○○○○○○○○

勤務・内職証明書(就労内定の場合はその証明を受けて下さい)

就労状況申告書

母子健康手帳の写し(氏名と出産予定日が記載されているページ)

申立書及び在学証明書(入学予定の場合は合格通知等)及びカリキュラム（時間割）

申立書及び診断書

障害による手帳等の交付を受けている方…申立書、身体障害者手帳、療育手
帳、精神障害者保健福祉手帳の写し
交付を受けていない方…申立書、診断書

（就労日数・時間） 日、１日 時間就労

その他

災害復旧

就
学

通学手段
・時間

通学手段 通学手段

通学時間 通学時間

就学の
目的

　□　卒業後就労するため　□その他（ 　　　　） 　□　卒業後就労するため　□その他（ 　　　　）

期間 年 月 日まで 日まで

介
護
・
看
護

被介護者名 （申請子どもとの続柄：　　　　） （申請子どもとの続柄：　　　　）

傷病・障害名

受診等
の状況

妊娠・出産
（申請時点） （予定日）

疾病・障害
等

就労期間：

就労先名：

就労期間： 就労期間：

自宅以外 協力者 自宅以外 協力者

通勤手段
・時間

通勤手段 通勤手段

通勤時間 通勤時間

自営　⇒ 自宅 中心者 自営　⇒ 自宅 中心者

母親の状況 父親の状況

就
労

就労
種別

居宅外労働 居宅外労働

認可外  ・  一時預かり
病児保育・子育て援助活動

内職 その他： 内職 その他：

前年１月
１日以降
の転職

就労先名：

就労先名： 就労先名：

就労期間：

○○○○○○○○
認可外  ・  一時預かり
病児保育・子育て援助活動

　　　　年　　月　　日○○○○○○○○○○○○

　　　　年　　月　　日

保育を必要とする理由に応じて記入して下さい。

○○○○○○○○
認可外  ・  一時預かり
病児保育・子育て援助活動

　　　　年　　月　　日○○○○○○○○○○○○

認可外  ・  一時預かり
病児保育・子育て援助活動

　　　　年　　月　　日

認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業を利用する(予定含む)方は記入して下さい。

フリガナ
所在地

(　　　)

フリガナ 利用するサービス
の種類

所在地 利用開始予定日
施設名

幼稚園・認定こども園・特別支援学校幼稚部を利用する(予定含む)方は記入して下さい。

施設名
利用開始予定日

求職活動等

求職活動支援機関等の利用証明書

① 

② 

① 

② 

① 

② 

① 

② 

✔ ✔ 

✔ ✔ 

✔ 
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（あて先）笠間市長

実際に利用していることを笠間市が対象施設に確認すること。

利用料の支払い状況を笠間市が対象施設に確認すること。

課税状況を笠間市が確認すること。

3．償還払いの振込先を記入して下さい(※1)

□ 普通 □ 当座

　私は、子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定に基づき、施設等利用費の給付につい
て、下記の通り請求しますので、指定する償還払いの振込先口座に振り込んで下さい。
　なお、施設等利用費の審査にあたり、次の事項に同意します。

１．申請者と認定子どもが、笠間市内に居住していることを市が住民基本台帳で

確認すること。

２．

フリガナ カサマ　イナキチ
認定

子ども
との
続柄

父

生年月日 平成○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

氏 名
笠間　いな吉

請求日 年 月 日

施設等利用費請求書（償還払い用）
認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業の施設等利用費

【令和元年10月～12月分請求用】

３．

４．

1．施設等利用給付認定保護者(請求者)

印 現
住
所

笠間市○○○○○○1-2

※振込先は保護者名義の口座となります。 電話： 090-XXXX-XXXX

2．認定子ども(認定子どもごとに申請して下さい)

法第30条の4の認定種別 □ 第2号 □ 第3号 認 定 番 号

○○○　○○○

　　令和元年10月1日～令和元年12月31日の間の住所
氏 名 ○○　○○

□ 現住所のとおり□ 転入した□ 転出した

生年月日 平成 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日 フ リ ガ ナ

日

金融機関名 預 金 種 目

○○○
銀行・信用金庫

○○
支店 口 座 番 号

上記で転入または転出に該当した場合は転入・転出日を記入 年 月

7

農協・信用組合 出張所 口座名義(カタカナ) カサマ　イナキチ

※1 申請者と口座名義が異なる振込先を指定する場合は、本市指定の委任状を提出してください。

1 2 3 4 5 6

４．利用した認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業を記入（複数記入可）

①

フ リ ガ ナ ○○○ホイクエン

所 在 地

〒 ３０９－○○○○

施 設 ・
事 業 名

○○○保育園
○○市○○３－２－１

電話： ０２９６－○○－○○○○

契約している利用料※2 □ 月額 26,000 円 □ 日額

施 設 ・
事 業 名 電話：

円 □ 時間額 円

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

円

③

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

施 設 ・
事 業 名

日額 円 □ 時間額契約している利用料※2 □ 月額 円 □

②

円 □ 時間額 円

＜裏面も記入して下さい＞

電話：

契約している利用料※2 □ 月額 円 □ 日額

認可外保育施設等 記載例 

✔ 

✔ 

✔ 

印 

✔ 

振込先は保護者（請求者） 
名義の口座となります。 
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請求額合計 78,000 円

〒

施 設 ・
事 業 名 電話：

□ 時間額 円

④

フ リ ガ ナ

施 設 ・
事 業 名 電話：

契約している利用料※2 □ 月額 円

契約している利用料※2 □ 月額 円 □ 日額 円

所 在 地

円

⑤

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

□ 日額 円 □ 時間額

契約している利用料※2 □ 月額 円 □ 日額 円 □ 時間額 円

電話：

　　※①～⑥に書き切れない数の施設・事業を利用した場合は、余白等に記載して下さい。

⑥

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

施 設 ・
事 業 名

※2 該当箇所にレを記入し金額を記入して下さい。利用料の設定が月単位を超える(四半期、前期・後期等)場合

は、当該利用料を当該期間の月数で除して、当該利用料の月額相当分を算定し、月額欄の□にレを記入し、

算定した月額相当分を記入して下さい。

5．認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業の施設等利用費の償還払い請求の内訳を記入

利用年月日

認可外保育施設
に支払った
月額利用料
(保育料)

(a) ※3 ※4

一時預かり事業・
病児保育・子育て
援助活動支援事業
に支払った月額合

計利用料
(b) ※3

支払額合計
(c=a+b)

月額上限額
(d)

請求額
(cとdを比較して

小さい方)

令和元年11月 26,000 円 円

令和元年10月 26,000 円 円

26,000 円 37,000 円 26,000 円

円 37,000 円 26,000 円26,000

※4 利用料の設定が月単位を超える（四半期、前期・後期など）場合は、当該利用料を当該期間の月数で除し
て、利用料の月額相当分を算定して下さい。（10円未満の端数がある場合は切り捨て）

※5 月額上限額は、施設等利用給付第2号認定の場合は月額37,000円、第3号認定の場合は42,000円
です。
月途中で認定期間が終了する又は開始される場合か、市町村間の転出入の場合、月額限度額は次の通りとな
ります。
・月途中で認定期間が終了する場合、
　または別の市町村へ転出する場合の限度額：37,000(42,000)円× 転出日までの日数÷その月の日数
・月途中で認定期間が開始される場合、
　または別の市町村から転入した場合の限度額：37,000(42,000)円× 転入先での認定日からの日数÷その
月の日数

円 37,000 円 26,000 円

※3 上記で記入した利用料の合計額を支払ったことを証明する書類（施設からの領収証等）と特定子ども・子育
て支援提供証明書をすべて添付して下さい。
また、子育て援助活動支援事業を利用した場合は、援助を行う会員が発行した活動報告書も添付して下さ
い。

令和元年12月 26,000 円 円 26,000
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令和元年　　　月　　　日

様

ただし、特定子ども・子育て支援利用料（令和元年10月分）として

印

円 (下記①の金額)

円 ①

円

ura

設 置 者 名 称

主たる事務所
の 所 在 地

特定子ども・子育て支援の提供に係る領収証

預かり保育事業・認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業の利用料

納 入 者 ○○　○○

○○○○

○○○○

代表者職氏名 ○○○　○○○○

施設・事業所
の 名 称

特定子ども・子育て支援
利用料の領収金額 ○○○○○

○○○○○○

※認可外の居宅訪問型保育事業や子育て援助活動支援事業について、送迎のみの利用は対象外

【特定子ども・子育て支援利用料の内訳】

当該月分の利用料(保育料)として

【特定子ども・子育て支援利用料以外の領収金額】

日用品、文房具、行事参加費、食材料費、通園送迎費等として

印 

認可外保育施設等 記載例 
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(以下の記載は、「支援の内容」、「提供した日（提供日数）」、「提供時間帯」、「費用」がわかる書類の添付をもって替えることも可能）

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 （ 日 ） ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

※１　提供日数は、預かり保育事業のみ記載。

※２　提供時間帯は、標準的な利用時間帯の記入でも可。

※３　費用は特定子ども・子育て支援利用料の額を記入。

特定子ども・子育て支援提供証明書

【令和元年10月分】

認定
保護者

フリガナ ○○○　○○○ 認定子ども
との続柄

認定
子ども

フリガナ ○○○　○○○ 法第30条の４の認定種別

氏　名 ○○　○○ 父 氏　名 □ 第３号

特定子ども・子育て支援の内容
注）□にレを記入

提供した日（提供日数※１）
提供時間帯
※ ２

費用※３

○○　○○ □ 第１号 □ 第２号

：

認可外保育施設 ○○ ～ ○○ ○○：○○ ○○：○○ ○○○○○

幼児教育(認定こども園・幼稚園・特別支援学校) ～ ：

：

一時預かり事業 ～ ： ：

預かり保育事業 ～ ：

：

子育て援助活動支援事業 ～ ： ：

病児保育事業 ～ ：

施設・事業所
の名称 ○○○○○

　上記のとおり認定子どもに対し、特定子ども・子育て支援を提供したことを
証明します。

設置者名称 ○○○○○

主たる事務所の所在地 ○○○○○

代表者職氏名 ○○○　○○　○○ 印令和○年○○月○○日

✔ 

✔ 

印 

認可外保育施設等 記載例 
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